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本日の御議論

• 2021年4月より、エリアを越えた広域的な調整力の調達・運用と、市場原理による競争活性化・透明化による調整

力コスト低減を図るため、需給調整市場を開設し、三次調整力②（三次②）の取引を開始、22年4月には三次調整力

①（三次①）の取引を開始した。

• 本年4月に残りの二次調整力①②（二次①、二次②）、一次調整力（一次）の取引を開始した中で、募集量に対する

応札量・約定量の未達が発生。前日商品については調達費用の高騰も大きな課題となった。

• 前日商品の調達費用高騰の課題への取り急ぎの対応として、本年4月以降の本作業部会で、前日商品を対象に募集量

削減の取組を5月1日～、6月1日～、7月1日～と、段階的に⾏ってきた。

• 今回はまず、現在までの取引状況をご確認頂いた上で、今後の募集量についての考え方、10月5日受渡し分以降の週

間商品の上限価格の考え方について御議論いただきたい。

• また、広域機関の需給調整市場検討小委員会では応札量の増加を目的とした制度的措置について検討が始められてい

るところ、検討状況についてご報告する。

• さらに、2027・2028年度におけるノンファーム電源の市場参入可否についても御議論いただきたい。

※なお、本資料中のデータは、直近の市場取引情報の速報値を収集・分析したものであるため、今後修正・変更が発生する可能性あり。



2

前回までの制度検討作業部会での意見概要

• 削減係数について、決定方法の式を見ると、翌月の削減係数は直近1か月の削減係数を超えることは無いと思ったのだが、その理解で良いか。削減係数の話
は暫定的な措置と思っているが、今の理解で正しければ、毎月の募集量が減っていく形になると思った。（第94回 河辺委員）

• 募集量の考え方については、余力活用電源の調整力としての活用の可能性を踏まえて、募集量をより変更できるかどうか、深掘りして検討することも大事
かと思った次第。余力活用電源からの調達量を増やすと費用総額が気になるが、どの程度調達費用の総額に影響が及ぶのかを踏まえながら募集量を改めて
考えることも大事なのではないか。（第95回 小宮山委員）

• 一部の高単価入札が三次②の調達費用を引き上げているのだろうが、こうした特定リソースを排除するために市場全体の募集量を縮小していくと、高いも
のから排除されていくことは事実だが、市場の新規参入機会や競争を損なってしまう懸念に留意すべき。（第95回 東京ガス 石坂オブザーバー）

【募集量について】

• 広域運用だから全国一律でないと困ると思考停止して良いのだろうか。余力活用の限界費用はエリア毎に違う。したがって、募集量がエリア毎に違うとい
うのは合理的ではないか。例えば今削減率で定めているが、余力活用で比較的低コストが期待できるエリアでは、最大x%は募集量を下げても良いという裁
量を与えていいということにすれば、機能するのではないか。（第94回 松村委員）

• 三次②の効率的な調達を⾏うことは、本質的には余力調達量が減ることだ思う。余力活用のデータは遅れて出てくることは認識しているので、7月からの取
組については、余力の情報を整理していただきながら、その効果に関する注視をお願いできればと思う。 （第95回 辻委員）

• ΔkWに要するトータルコストの削減が重要という視点を踏まえると、余力の活用によりトータルコストを削減することができるなら、エリア毎の前日取引量
の削減も有効な手段か。（第95回 河辺委員）

【市場調達と余力活用のコストについて】

• 週間商品については、応札するインセンティブをいかに高めていくか、応札量をいかに増やしていくかが大事。2026年度になると前日取引化する方針が定
まっている一方、足下で供給力提供準備通知等が出されている中、冬場の高負荷期を踏まえるとこうした問題がまた出てくる可能性を踏まえ、そこに向けて
週間商品をどう増やしていくか、検討の余地があれば価格規律など含めて議論をすることも重要なポイントか。（第95回 小宮山委員）

【インセンティブについて】
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１．７・８月の調整力調達実績

２．前日商品の募集量削減の考え方について

３．週間商品の上限価格の考え方について

４．需給調整市場における制度的措置について

５．ノンファーム電源の市場参入可否について
（2027・2028年度）
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約定量・募集量・応札量の動向（2024年4~8月）
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各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（１／９）

（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）
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各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（２／９）
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各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（３／９）
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各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（４／９）
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各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（５／９）
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各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（６／９）
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各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（７／９）
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各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（８／９）
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VPP DR



261 

26 

231 

271 

204 

329 

442 

431 

594 

432 

164 

147 

0

100

200

300

400

500

600
8月

255 

12 

237 

169 

180 

218 

351 

309 

495 

310 

237 

218 

0

100

200

300

400

500

600
6月

270 

7 

252 

180 

173 

188 

332 

256 

472 

257 576 
270 

0

100

200

300

400

500

600
5月

257 

5 

239 

138 

162 

147 
326 

190 434 190 

601 

397 

0

100

200

300

400

500

600
4月

13

各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（９／９）
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未達率の動向（2024年7~8月）

一次 二次① 二次② 三次① 複合 三次②

7月 8月 7月 8月 7月 8月 7月 8月 7月 8月 7月 8月

北海道 0 0 0 0 49 42 33 37 12 19 23 2

東北 87 86 76 74 12 10 9 6 22 19 17 2

東京 98 95 98 95 23 18 70 65 73 68 32 3

中部 100 100 99 99 80 67 89 79 91 91 13 29

北陸 51 49 0 1 0 0 3 1 10 6 3 9

関西 85 73 75 79 5 0 24 12 34 23 2 6

中国 51 48 22 2 0 0 4 0 20 17 11 2

四国 13 42 9 38 0 0 13 10 24 21 4 1

九州 93 90 28 18 4 3 19 12 34 27 13 10

全国 83 80 69 64 20 11 43 33 49 42 17 8

(%)

（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）

(注) 未達率は（募集量ー約定量）÷募集量で求まる。募集量・約定量は1日8BL×1か月分のデータを合算。
募集量を上回る約定量となったBLでは、上回った分の約定量は合算の対象外とする。
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（参考）未達率の動向（2024年4~6月） 95
(2024 7 23 ) 4
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（参考）週間商品（複合商品）における募集量・応札量・落札量の関係
50

(2024 9 10 ) 5
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（参考）前日商品（三次②）における募集量・応札量・落札量の関係
50

(2024 9 10 ) 5
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前日商品の募集量見直しによる効果について（全国合計）

• 単価の高騰が顕著な前日商品を対象に、需給調整市場における募集量削減を⾏ってきた。前日商品の4月以降におけ

る全国(9エリア合計)での約定量・募集量・約定率の推移は下記グラフの通り。5/1から週間商品の前日追加調達一

時中断、6/1から一定割合による募集量削減、7/1からは前日商品の効率的調達を実施。

• 週間商品の前日追加調達一時中断により、ある程度約定率は増加したが、一定割合による募集量削減を経て、三次②

の約定率は更に大幅に向上。昼夜問わず約定率が100%となる断面が増加した。前日商品の効率的な調達開始(7月)

以降、概ね約定率は高水準で推移しているが、6月から7月にかけては下がっており、今後継続的な注視が必要。

4/1~4/30 5/1~5/31 6/1~6/30 7/1~7/31 8/1~8/31 9/1~9/17

1日あたり前日商品
募集量(MW/日) 46,710 20,746 9,429 8,965 6,379 5,307

約定率平均 34.3% 48.2% 90.3% 83.2% 91.9% 91.9%
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（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）
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（参考）前日商品の募集量見直しによる効果について（全国合計・昼夜間別）

4/1~4/30 5/1~5/31 6/1~6/30 7/1~7/31 8/1~8/31 9/1~9/17

1日あたり前日商品
募集量(MW/日) 37,601 19,756 8,712 8,425 6,129 5,143

約定率平均 29.9% 46.1% 89.8% 82.8% 91.9% 91.7%
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4/1~4/30 5/1~5/31 6/1~6/30 7/1~7/31 8/1~8/31 9/1~9/17

1日あたり前日商品
募集量(MW/日) 9,108 990 717 540 250 164

約定率平均 52.7% 89.9% 96.8% 89.7% 92.7% 100.0%

 (1,2,7,8 )

（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）
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約定価格の動向（2024年4~8月）

【エリア・商品別の約定価格動向について】

• 約定価格は、エリアにより大きな差が生じており、北海道や九州において平均単価10円超の商品が多い一方、北陸、

四国においては、すべての商品について比較的低くなっている。

• 6/1

8 30

ṕẑṖ

【商品・リソース別の約定価格動向について】

• ṕ Ṍ Ṗ

• DR

【週間商品・前日商品の約定単価分布】

• ṕ Ṗ

• 100 /̈́kWh
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エリア・商品別約定価格の動向（2024年7・8月）（１／２）

北海道・東北・東京・中部
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（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）

(円/ΔkW・h)

(円/ΔkW・h)
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（参考）エリア・商品別約定価格の動向（2024年4~6月）（２／２）
95

(2024 7 23 ) 4
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エリア・商品別約定価格の動向（2024年7・8月）（２／２）
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（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）
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（参考）エリア・商品別約定価格の動向（2024年4~6月）（１／２）
95

(2024 7 23 ) 4
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商品・リソース別約定価格の動向（2024年7・8月）

一次 二次① 二次② 三次① 複合 三次②

( / ̈́kWh) 7月 8月 7月 8月 7月 8月 7月 8月 7月 8月 7月 8月

■火力 4.09 6.84 6.60 7.83 6.30 7.58 6.02 7.27 6.02 7.27 13.30 10.23

■一般水力 4.27 8.14 4.30 8.10 4.30 8.10 4.27 8.14 4.27 8.14 - -

■揚水 12.09 7.93 12.08 7.75 2.26 4.02 2.19 3.86 3.17 4.26 2.08 1.75

■蓄電池 30.69 34.55 - - 38.77 39.00 27.75 31.77 30.34 34.09 342.99 329.10

■VPP/DR - - - - - - - - - - 77.02 65.68

全体 5.47 7.44 6.83 7.83 5.14 6.64 5.22 6.64 5.43 6.74 6.85 5.38

上限価格 39.02 14.42(単一) 39.02 なし

0

3

6

9

12
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21

24
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33

36

39

一次 二次① 二次② 三次① 複合 三次②
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66

330

0
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9
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39

42

一次 二次① 二次② 三次① 複合 三次②

7

27

30

33

36

39

77

343

（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）

(円/ΔkW・h) (円/ΔkW・h)
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（参考）商品・リソース別約定価格の動向（2024年4~6月）
95

(2024 7 23 ) 4



27

週間商品の約定単価分布（2024年7・8月）
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/

( 39.02 )
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( ̈́kWh)

( ̈́kWh)

（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）
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（参考）週間商品の約定単価分布（2024年4~6月）
95

(2024 7 23 ) 4
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前日商品の約定単価分布（2024年7・8月）
7

( / ̈́kWh)

( ̈́kWh)

( ̈́kWh)
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0.09

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

0 4 8 12 16 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60 64 68 72 76 80 84 88 92 96 100

( / ̈́kWh)

0.19

5.30

100 / ̈́kWh

（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）
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前日商品の約定単価分布（2024年4~6月）
95

(2024 7 23 ) 4
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調達費用総額の動向（2024年7・8月）

（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）

• 前日商品について、調達費用は4・5月の水準（毎月9エリア合計で100億円超）と比して大きく減少。

• 一方で、週間商品については4月以降増加の傾向。高需要期においてスポット市場の単価も高騰し、需

給調整市場ガイドラインの中で応札価格に組み込む「逸失利益」が増加したことにより、需給調整市場

の約定費用にも影響が出たものと推察される。

( )
週間商品 前日商品 総額

(うち蓄電池・DR）

7月 8月 7月 8月 7月 8月 7月 8月

北海道 1,409 1,629 75 342 (28) (7) 1,484 1,971

東北 1,655 2,284 103 147 (22) (10) 1,757 2,431

東京 1,200 2,029 2,441 798 (50) (21) 3,641 2,827

中部 149 118 958 603 (41) (34) 1,107 721

北陸 335 549 23 29 (0) (7) 358 578

関西 2,161 3,570 118 157 (17) (32) 2,279 3,726

中国 965 1,919 144 210 (11) (2) 1,109 2,129

四国 305 454 30 45 (0) (6) 335 498

九州 4,188 4,504 867 611 (54) (66) 5,055 5,115

合計 12,367 17,055 4,759 2,941 (222) (184) 17,126 19,996

三次① 三次② 総額

3,421 2,078 5,499

739 6,414 7,153

628 7,708 8,336

2,430 6,777 9,207

39 237 276

26,268 6,131 32,399

860 5,112 5,972

5,167 5,120 10,286

10,067 6,325 16,391

49,619 45,902 95,519

2024/7/1~8/31 Ḳ2023
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（参考）調達費用総額の動向（2024年4~6月） 95
(2024 7 23 ) 4
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33

前日商品調達費用の総額（市場調達・余力活用）について

（出典）送配電網協議会・電力需給調整力取引所の提供資料より事務局作成（速報値）

• 本年4月以降、前日商品の募集量を削減してきたが、調整力の調達コストを低減するとの観点からは、市場での調整

力調達だけでなく、余力活用含めた調達費用総額の動向を確認することが重要。

• 全国単位で見ると、4月から6月にかけて、市場での調達費用と余力活用での調達費用を合算した費用は下がってい

る状況が確認できる。

前日商品
平均単価

前日商品相当
余力平均単価
(※2)

前日商品
調達費用総額

前日商品分余力
調達費用総額

合計

4月 9.44 4.65 136.26 125.32 261.57

5月 12.07 4.40 112.57 43.81 156.39

6月 4.47 4.38 34.28 46.43 81.31

(注)単価は円/ΔkW・h、費用総額および合計は億円。
(※1) 4月分については、前日商品の中に「週間商品の前日追加調達」分も含む。
(※2) 余力平均単価は、次頁の持替費用の和（起動費含む）を持替電力量で除した

もの(持替費用単価)に相当。エリア毎に余力平均単価を計算し、各エリアの前
日商品相当の余力調達量で加重平均することで、全体での前日商品相当の余力
平均単価を算出。

(億円) (円/ΔkW・h)

前日商品(※1)調達費用の総額
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（参考）余力活用コスト（持替費用）の考え方 48
(2024 6 26 ) 5
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１．７・８月の調整力調達実績

２．前日商品の募集量削減の考え方について

３．週間商品の上限価格の考え方について

４．需給調整市場における制度的措置について

５．ノンファーム電源の市場参入可否について
（2027・2028年度）
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これまでの前日商品の募集量削減の課題

• 前日商品(三次②)においては、2024年6月より直近約1ヶ月における全エリア・ブロック別での調達率平均を募集量

削減係数とし、全エリア共通の募集量削減係数を掛けることで毎月の募集量を削減してきた。

• その結果、6月以降需給調整市場における前日商品の未達率及び調達費用は4,5月比で減少した。一方で、現状の募

集量削減係数による募集量削減には、以下の課題があるため、対応が必要ではないか。

① 募集量削減係数が毎月減少してしまう

ü約定量は募集量(削減後)を基本的に下回るため、 以下の式のとおり、募集量削減係数は翌月に基本的に下が
る。ある月に約定量が大きく減少して削減係数が一度低くなると、以降の削減係数は継続的に低くなる。

ὔ月 募集量削減係数
ὔ－１月分約定量

ὔ－１月分募集量 削減前
Ḷ
ὔ－１月分募集量 削減後

ὔ－１月分募集量 削減前
ὔ－１月 募集量削減係数

(※)N－１月の募集量が全量約定した場合、N月とN－１月分の募集量削減係数は同じ値になる。

② エリアごとの応札状況等の特徴が反映できない

ü エリアによっては旺盛な応札があっても、他エリアと同様の募集量削減係数がかかることで、本来調達され
るべき安価な三次②を市場で調達しにくくなる。

③ 余力活用コストと合わせた調整力調達コストの総額低減を図れない

ü 現在の募集量削減係数は、市場における約定量と募集量の関係性のみに焦点をあてているため、結果として
余力活用コストと合わせた調整力調達総額の低減を図れているとは言いがたい。
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（参考）前日商品の募集量削減について現在生じている現象

（出典）電力需給調整力取引所からの提供データ及び公表データより事務局作成（速報値）

6月 7月 8月 9月

1BL 0.837 0.801 0.780 0.729

2BL 0.904 0.883 0.607 0.399

3BL 0.450 0.411 0.316 0.258

4BL 0.481 0.454 0.397 0.350

5BL 0.423 0.41 0.347 0.287

6BL 0.446 0.403 0.344 0.251

7BL 0.880 0.878 0.463 0.309

8BL 0.934 0.921 0.773 0.631
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【関西 4~8月募集量・応札量・約定量】

削減された募集量に
近い水準の応札が発生

削減した募集量に対し
応札量は十分に存在

【月別 募集量削減係数の推移】

ブロック(BL)毎に募集量削減係数は毎月減少

(注1)応札量は当該月に当該エリアにおける発電事業者が⾏った応札量
 調達量は当該エリアにて実際に約定した量（他エリアからの流れ込みも含む）

(注2)集計は全ブロック毎日の合計のため、応札が募集を上回っても、
 ブロック単位では未達が発生している可能性があり、
その場合は募集量=調達量にはならない。

①募集量削減係数が常に減少 ②エリアによる三次②の調達状況の差

（百万ΔkW・h）

（百万ΔkW・h）

VPP DR
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今後の前日商品の募集量削減について（１／２）

• 前述の課題等を踏まえると、毎月の状況、エリアごとの状況、余力活用コストとのバランスを考慮に入れた適切な水

準の募集量を設定することが必要。例えば、ブロック別・エリア別で以下の式により算定してはどうか。

N月 募集量削減係数 ＝ N－1月分応札量(過去一定期間の各エリア余力平均単価以下) ÷ N－1月分募集量(削減前)

（参考）現⾏の方法 N月 募集量削減係数 = N－1月分約定量 ÷ N－１月分募集量(削減前)

• この設定によるポイントは以下のものが考えられる。

ü エリアによって異なるΔkW応札単価・余力電源リストのコスト分布を考慮に入れて削減ができる。

ü ΔkWの約定量ではなく、応札量・応札価格次第で募集量削減係数が増減する仕組みであり、安価なΔkWの札が
大量に応札された場合は、募集量削減を⾏わない可能性もある（係数は最大で1） 。

ü 余力調達コスト・市場調達コストの大小が逆転する点にて募集量を削減し、コスト最適化に近い状況を目指す。

̈́kW

N-1

N-1
ṕṬ60Ṗ

N-1 ( )ṕṬ100 Ṗ

100 60 

N月募集量削減係数は
60 ÷ 100 = 0.6

新しい募集量削減係数の算出イメージ
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• 第93回制度検討作業部会(5月27日)において、前日商品の募集量削減係数については、①募集量と応札量の大幅な不

均衡の解消、②余力活用含めた調達費用抑制、③新規リソースの事業性維持、④エリアによる効果の差の発生状況に

留意し、必要に応じて見直すとされた。

• 今回の新たな削減案は、これら４つの視点を踏まえて、以下のように考えられるのではないか。

①募集量と応札量の不均衡の解消、②余力活用含めた費用抑制、④エリアによる効果の差の解消

→更なる効果が期待できる。

③新規リソースの事業性維持

→新規リソースの約定が完全に排除されるものではないため、事業性への影響はまだ限定的。

• 本対応については、11月以降の前日商品の募集量削減策として導入することとしてはどうか。また、本対応の実施

による応札量の動向・余力活用含めた調達費用の動向について注視していくこととしたい。

今後の前日商品の募集量削減について（２／２）

①大幅な不均衡の解消 ②余力を含めた費用抑制 ③新規リソースの事業性維持 ④エリアによる効果の差

現行案

・前月実績を踏まえた募集量削減により、
未達率は大きく減少
・一方で、前月比で応札量が増加しても、
削減係数は前月の削減係数を超えること
は無く、常に減少していく方向

・対応前の5月比で6月の調達コストは減少
・余力活用のコスト次第で、調整力調達コ
スト全体が増加する可能性あり

・現状も引き続き、一定程度の新規リソース約
定がなされており、新規リソースにおける事業
性への影響は限定的

・エリア毎に差こそあれど全エリアにお
いて調達費用は減少
・一方で、従来未達が少なかったエリア
でも募集量が一律削減され、低単価応札
の約定確率も低下

新規
削減案

・市場での削減係数が応札状況によって
増減する仕組み。現⾏案と異なり安い応
札が増加すれば、翌月の削減係数は増加。

・余力活用より安い応札が約定されやすく
なり、高い応札は約定されにくくなるため、
余力を含めた調達コスト削減にはより寄与
する構造

・削減後の募集量の枠内で、応札価格順に約定
がなされるという構図は現⾏と同様であり、引
き続き一定程度新規リソースの約定は見込める。
削減係数の増加に伴う募集量の増加が見込め、
結果として新規リソースの約定にもつながる可
能性

・エリア毎の余力コストに応じて募集量
が変化するため、各エリアにおける経済
性を意識した形での募集量設定が可能

・調整力コスト全体の削減の観点では、
エリア単位でより効果が出ることを期待
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（参考）前日募集量の見直しに際して確認すべき観点
93

(2024 5 27 ) 4
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• 余力平均単価は電力需給によって変動することが考えられ、当該月の実際の余力平均単価になるべく近づける観点か

ら、余力平均単価を計算する「過去一定期間」は、データ取得可能な直近３か月程度とすることが考えられる。

• 9月分の募集量削減係数について、仮に新しい削減案に基づいて算出した場合の試算結果は以下の通り。

(※1)募集量削減係数が1というのは、募集量の削減は⾏わず、3σ相当の募集量がそのまま市場での募集量となることを意味する。

(※2)但し、実際の募集量については、3σ相当の募集量に募集量削減係数を掛けた削減後の募集量と、１σ相当の募集量のうち小さい方となる。

新しい募集量削減を行った場合の募集量削減係数の試算

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

1BL 0.857 0.815 1.000 0.000 1.000 0.851 0.742 0.968 1.000

2BL 0.467 0.919 0.941 0.000 0.559 1.000 0.847 0.801 0.561

3BL 0.864 0.815 0.535 0.180 0.548 0.780 0.252 0.351 0.247

4BL 0.629 0.589 0.410 0.107 0.539 0.854 0.212 0.378 0.106

5BL 0.244 0.421 0.364 0.061 0.265 0.819 0.141 0.310 0.126

6BL 0.288 0.138 0.300 0.032 0.000 0.718 0.073 0.371 0.072

7BL 1.000 0.129 0.247 0.000 0.000 0.667 0.073 0.541 0.036

8BL 0.911 0.477 1.000 0.331 1.000 0.925 0.308 0.773 0.180

全国共通

1BL 0.729

2BL 0.399

3BL 0.258

4BL 0.350

5BL 0.287

6BL 0.251

7BL 0.309

8BL 0.631

新しい募集量削減係数の試算結果 （参考）9月時点の募集量削減係数

【試算前提（送配電網協議会による試算）】
・2024年7月21日～2024年8月20日の三次②応札・約定実績を適用。
・余力活用コストには、2024年4~6月分の余力平均単価を適用。
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（参考）制度検討作業部会にて議論した前日商品募集量の考え方
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（参考）週間商品の募集量削減について

• 週間商品においても、余力活用コストとあわせた調整力調達総額を抑制するため、前日商品と同様の仕組みを導入す

る案も考えられる。

• 一方で、週間商品は一次～三次①のそれぞれの単一商品だけでなく複合商品もあることから、募集量削減係数を適切

に設定すること、さらには係数設定後に適切に約定処理することが困難となることが想定される。

• 現時点では、週間商品は上限価格の設定によって調整力調達コストを抑制できており、また、それを補う余力活用コ

ストが高騰しているとは必ずしも言えない。

• こうしたことから、週間商品については、引き続き上限価格を継続し（後述）、募集量削減は⾏わず、状況を注視す

ることとしたい。
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１．７・８月の調整力調達実績

２．前日商品の募集量削減の考え方について

３．週間商品の上限価格の考え方について

４．需給調整市場における制度的措置について

５．ノンファーム電源の市場参入可否について
（2027・2028年度）
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10月以降の上限価格設定について

• 第89回制度設計専門会合（2023年9月29日）や、第66回電力・ガス基本政策小委員会（2023年10月31日）におい

て、一次、二次①及び全ての複合商品については「三次②加重平均単価+3σ相当」、二次②及び三次①については

「三次②加重平均単価+1σ相当」を上限価格とすること、上限価格の水準については不断に見直すこととされた。

• これを受け、2024年4月からの上限価格適用に向け、2024年3月15日に電力需給調整力取引所(EPRX)より、2024

年10月4日適用終了予定として上記計算式を用いて計算された上限価格が適用される旨と、同一の上限価格を利用す

る期間は原則6ヶ月程度となる旨が通知された。

三次②加重平均単価+1σ相当・・・14.42円/ΔkW・h 三次②加重平均単価+3σ相当・・・39.02円/ΔkW・h

• この通知に基づけば、2024年10月5日以降は原則として新たな上限価格を適用することになる。その際、仮に最新

の動向を踏まえ2024年3月から8月までの6ヶ月の三次②の約定結果を元に計算すれば、以下の単価に引き上がる。

三次②加重平均単価+1σ相当・・・38.94円/ΔkW・h 三次②加重平均単価+3σ相当・・・101.58円/ΔkW・h

• 上記の水準にまで上限価格が高騰した場合、より高単価での約定が増加し、市場調達価格がこれまでに比べて高まる

おそれがある。

(※)需給調整市場ガイドラインにおいては、大きな市場支配力を有する事業者のみならず、それ以外の事業者においても競争的な市場において取るであろ

う⾏動を常に取ることが望ましいとされていることに留意。

• こうしたことから、応札価格や約定価格が安定しない現在の状況では、直近の三次②取引状況を踏まえた上限価格の

設定は妥当ではなく、週間商品については10月5日以降当面の間現行の上限価格水準を維持することとしてはどうか。
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（参考）需給調整市場検討小委員会の資料・電力需給調整力取引所の通知

• 第50回需給調整市場検討小委員会（2024年9月10日）では、「近日中に開催される国の審議会において、例えばこ

れまでの計算式を用いて再計算されるか、または現在の水準を据え置くかなど、今後の上限価格の在り方について検

討される予定」と提示された。その後、電力需給調整力取引所（EPRX）からも、同様の通知文が公表された。

（出典）2024年9月10日 50 ệ
2024年9月19日 一般社団法人電力需給調整力取引所 取引情報「需給調整市場のΔkW上限価格について（適用終了年月日の変更）」
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（参考）現行の上限価格について

• EPRXより、2024年10月4日までを期限に、一次・二次①・複合商品に対して19.51円/ΔkW・30分、二次②・三次

①に対して7.21円/ΔkW・30分の上限価格を設定することが通知されている。

• 併せて、同一の上限価格の利用期間は原則6ヶ月程度となるものの、終了年月日は関係する審議会等による妥当性検

証の結果により変更される場合があるとしている。

（出典）2024年3月15日 一般社団法人電力需給調整力取引所 取引情報「需給調整市場のΔkW上限価格について」（2024年9月17日時点）
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１．７・８月の調整力調達実績

２．前日商品の募集量削減の考え方について

３．週間商品の上限価格の考え方について

４．需給調整市場における制度的措置について

５．ノンファーム電源の市場参入可否について
（2027・2028年度）
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需給調整市場における制度的措置について

• 第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）において、本市場における制度的な供出義務化も応札量増加のための

対応策の一つとして提示していた。具体的には、個別事情で供出不可なリソースの存在や、義務に見合った確実な費

用回収と収益の確保体制など、検討を要する懸念点がある一方で、市場に対する出し惜しみがなくなり、一定の規律

の下、市場供出量の増加が期待されるほか、高単価応札が自ずと市場から押し出されるなどの効果も期待されると示

していたところ。

• この点、第50回需給調整市場検討小委員会（2024年9月10日）では、制度的措置に関する予備的検討についての報

告が⾏われ、今後は事業者へのアンケート等を通じて、影響なども考慮に入れながら、具体的な検討が進められる。

• 第81回電力・ガス基本政策小委員会（2024年9月26日）においても、市場創設の当初目的を達成するために進める

べき運用改善策のひとつとして、調整力供出に係る制度的措置の検討が挙げられていた。

• こうした状況を踏まえ、本作業部会においても、広域機関における検討状況を適時報告し、必要に応じて検討を⾏っ

ていくこととしてはどうか。
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（参考）今後の需給調整市場に関する方向性について 81
(2024 9 26 ) 3
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（参考）需給調整市場に対する対応策の基本的考え方
92

(2024 5 10 ) 4
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（参考）制度的措置の検討に際しての基本的考え方・論点 50
(2024 9 10 ) Ễ
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１．７・８月の調整力調達実績

２．前日商品の募集量削減の考え方について

３．週間商品の上限価格の考え方について

４．需給調整市場における制度的措置について

５．ノンファーム電源の市場参入可否について
（2027・2028年度）
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これまでのノンファーム電源の取り扱い

• 基幹系統については、2021年1月よりノンファーム接続の受付を開始しており、ローカル系統についても、2023年

4月1日よりノンファーム接続の受付を開始。

• 第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）においては、系統混雑発生時の需給調整市場における課題

として、混雑処理に必要な混雑処理用ΔkWを非混雑系統でどのように確保するのか（課題①）、系統混雑により調

整力が利用できないことによる需給調整用ΔkWの不足にどのように対応するか（課題②）が挙げられ、さらに需給

調整用ΔkWが不足した場合については、代わりとなるΔkWを非混雑系統側でどのように代替するか（課題②－１）、

発動制限される需給調整用ΔkWをどのような考え方で負担するか（課題②－２）の２つの課題が挙げられている。

• 同時に課題①・課題②－１についていずれも余力の範囲で対応可能とされたことを受け、第73回制度検討作業部会

（2022年12月21日）において、基幹系統起因・ローカル系統起因共にノンファーム電源の需給調整市場参入を

2026年度程度までは認めることとされた。また、2027年度以降の対応については、混雑見通し等を踏まえつつ別

途検討することとされていた。

※なお、課題②ー２については、第75回制度検討作業部会（2023年1月27日）にて費用負担の対応方針が示された。
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（参考）ノンファーム接続適用系統とノンファーム接続適用電源
42
(2019 8 5 ) 1
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（参考）系統混雑発生時の需給調整市場における課題 34
(2022 12 14 ) 3
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（参考）2026年程度までのノンファーム電源の扱いについて
73

(2022 12 21 ) 4
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（参考）発動制限されるΔkWの費用負担について 75
(2023 1 27 ) 4
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2027年度以降のノンファーム電源の取り扱い

• 第50回需給調整市場検討小委員会（2024年9月10日）では、各エリアの基幹系統における2027年度・2028年度の

混雑量・発動制限量の見通しが示された。

• その中で、当該2年度の間については、混雑処理用ΔkWの必要量が少なく非混雑系統内の余力の範囲で対応可能であ

ること（課題①）と、エリア内調整電源が発動制限を受けても非混雑系統側の余力は設備量としては十分にある（ま

たは余力の追加起動などで対応できる）こと（課題②－１）が整理された。

• 以上を踏まえると、2026年度までと同様に、2028年度までにおいても課題①・課題②－１についていずれも余力

の範囲で対応可能といえることから、基幹系統起因・ローカル系統起因共にノンファーム電源の需給調整市場参入を

2028年度までは認めることしてはどうか。

• 2029年度以降の対応については、混雑見通し等を踏まえつつ別途検討することとしたい。
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（参考）2027年度・2028年度の混雑量の見通し 50
(2024 9 10 ) 3
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（参考）2027年度・2028年度の発動制限量の見通し 50
(2024 9 10 ) 3


	スライド 0: 需給調整市場について
	スライド 1: 本日の御議論
	スライド 2: 前回までの制度検討作業部会での意見概要
	スライド 3: １．７・８月の調整力調達実績  ２．前日商品の募集量削減の考え方について  ３．週間商品の上限価格の考え方について  ４．需給調整市場における制度的措置について  ５．ノンファーム電源の市場参入可否について　 　　（2027・2028年度）
	スライド 4: 約定量・募集量・応札量の動向（2024年4~8月）
	スライド 5: 各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（１／９）
	スライド 6: 各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（２／９）
	スライド 7: 各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（３／９）
	スライド 8: 各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（４／９）
	スライド 9: 各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（５／９）
	スライド 10: 各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（６／９）
	スライド 11: 各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（７／９）
	スライド 12: 各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（８／９）
	スライド 13: 各エリア約定量の動向（2024年4~8月）（９／９）
	スライド 14: 未達率の動向（2024年7~8月）
	スライド 15: （参考）未達率の動向（2024年4~6月）
	スライド 16: （参考）週間商品（複合商品）における募集量・応札量・落札量の関係
	スライド 17: （参考）前日商品（三次②）における募集量・応札量・落札量の関係
	スライド 18: 前日商品の募集量見直しによる効果について（全国合計）
	スライド 19: （参考）前日商品の募集量見直しによる効果について（全国合計・昼夜間別）
	スライド 20: 約定価格の動向（2024年4~8月）
	スライド 21: エリア・商品別約定価格の動向（2024年7・8月）（１／２）
	スライド 22: （参考）エリア・商品別約定価格の動向（2024年4~6月）（２／２）
	スライド 23: エリア・商品別約定価格の動向（2024年7・8月）（２／２）
	スライド 24: （参考）エリア・商品別約定価格の動向（2024年4~6月）（１／２）
	スライド 25: 商品・リソース別約定価格の動向（2024年7・8月）
	スライド 26: （参考）商品・リソース別約定価格の動向（2024年4~6月）
	スライド 27: 週間商品の約定単価分布（2024年7・8月）
	スライド 28: （参考）週間商品の約定単価分布（2024年4~6月）
	スライド 29: 前日商品の約定単価分布（2024年7・8月）
	スライド 30: 前日商品の約定単価分布（2024年4~6月）
	スライド 31: 調達費用総額の動向（2024年7・8月）
	スライド 32: （参考）調達費用総額の動向（2024年4~6月）
	スライド 33: 前日商品調達費用の総額（市場調達・余力活用）について
	スライド 34: （参考）余力活用コスト（持替費用）の考え方
	スライド 35: １．７・８月の調整力調達実績  ２．前日商品の募集量削減の考え方について  ３．週間商品の上限価格の考え方について  ４．需給調整市場における制度的措置について  ５．ノンファーム電源の市場参入可否について　 　　（2027・2028年度）
	スライド 36: これまでの前日商品の募集量削減の課題
	スライド 37: （参考）前日商品の募集量削減について現在生じている現象
	スライド 38: 今後の前日商品の募集量削減について（１／２）
	スライド 39
	スライド 40: （参考）前日募集量の見直しに際して確認すべき観点
	スライド 41
	スライド 42: （参考）制度検討作業部会にて議論した前日商品募集量の考え方
	スライド 43: （参考）週間商品の募集量削減について
	スライド 44: １．７・８月の調整力調達実績  ２．前日商品の募集量削減の考え方について  ３．週間商品の上限価格の考え方について  ４．需給調整市場における制度的措置について  ５．ノンファーム電源の市場参入可否について　 　　（2027・2028年度）
	スライド 45: 10月以降の上限価格設定について
	スライド 46: （参考）需給調整市場検討小委員会の資料・電力需給調整力取引所の通知
	スライド 47: （参考）現行の上限価格について
	スライド 48: １．７・８月の調整力調達実績  ２．前日商品の募集量削減の考え方について  ３．週間商品の上限価格の考え方について  ４．需給調整市場における制度的措置について  ５．ノンファーム電源の市場参入可否について　 　　（2027・2028年度）
	スライド 49: 需給調整市場における制度的措置について
	スライド 50: （参考）今後の需給調整市場に関する方向性について
	スライド 51: （参考）需給調整市場に対する対応策の基本的考え方
	スライド 52: （参考）制度的措置の検討に際しての基本的考え方・論点
	スライド 53: １．７・８月の調整力調達実績  ２．前日商品の募集量削減の考え方について  ３．週間商品の上限価格の考え方について  ４．需給調整市場における制度的措置について  ５．ノンファーム電源の市場参入可否について　 　　（2027・2028年度）
	スライド 54: これまでのノンファーム電源の取り扱い
	スライド 55: （参考）ノンファーム接続適用系統とノンファーム接続適用電源
	スライド 56: （参考）系統混雑発生時の需給調整市場における課題
	スライド 57: （参考）2026年程度までのノンファーム電源の扱いについて
	スライド 58: （参考）発動制限されるΔkWの費用負担について
	スライド 59: 2027年度以降のノンファーム電源の取り扱い
	スライド 60: （参考）2027年度・2028年度の混雑量の見通し
	スライド 61: （参考）2027年度・2028年度の発動制限量の見通し

